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子ども・子育て新制度の本格施行までの国の現時点での想定イメージ（平成27年度施行を想定） 

平成25年度 平成26年度 平成27年度 

主な動き 
（想定） 

4月 消費税８％引き上げ 
 
 

本格施行（注1） 
10月 消費税10％に
引き上げ（注2） 

基本指針・事業計画（国） 

子ども・子育て支援事業のニーズ調査 
（調査票のひな形） 

認可基準（幼保連携型認定こども園）、 
施設型（認定こども園等）及び 

地域型保育給付（小規模保育等）の 
確認基準 

幼保連携型認定こども園 
保育要領（仮称） 

保育の必要性の 
認定基準 

市町村認可事業 
（放課後児童健全育成事業など） 

公定価格 
（内閣総理大臣が定める基準により算定した 

教育・保育、地域型保育に通常要する費用の額） 

（注１）本格施行の時期については、実際の消費税率（10%）引上げ時期を踏まえて検討。 

（注２）消費税率の引き上げは、経済状況の好転が条件とされている。 

子ども・子育て会議等での 

検討、策定 

子ども・子育て会議 

基準検討部会等での検討 

幼保連携型認定こども園保育
要領（仮称）の策定に関する合
同の検討会議等での検討 

ガイドライン等の策定 

子ども・子育て会議等での検討 

子ども・子育て会議等での検討 

子ども・子育て会議等での検討 

実態調査、子ども・子育て会議 

基準検討部会等での検討 骨格の提示 
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子ども・子育て新制度の本格施行までの本市の現時点での想定イメージ（平成27年度施行を想定） 

平成25年度 平成26年度 平成27年度 

主な動き 
（想定） 

4月 消費税８％引き上げ 
 
 

本格施行 
10月 消費税10％に
引き上げ 

事業計画（各自治体） 

子ども・子育て支援事業のニーズ調査 

認可基準（幼保連携型認定こども園）、 
施設型（認定こども園等）及び 

地域型保育給付（小規模保育等）の 
確認基準 

幼保連携型認定こども園 
保育要領（仮称） 

保育の必要性の 
認定基準 

市町村認可事業 
（放課後児童健全育成事業（注１）等） 

利用者負担額の設定 
（26年度の早い段階で国が示す予定の 

公定価格を基に設定） 

制度管理システム 

（注１）地域子ども・子育て支援事業の関係では、放課後児童健全育成事業の基準を条例で定める必要がある。 

市町村事業計画の検討、策定 
（26年9月末までに概ねの案を県へ提出） 

条例の制定、 

指導・監督体制の整備 認可・確認事務 

認定こども園職員に対する 

研修等 

調査実施 

条例（注１）の制定 届出受理・事業実施準備 

認定事務 

利用者負担額の設定 

支給認定、施設・事業者の確認に関する 

システム構築 
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給付請求の審査・支払いに 

関するシステム構築 


